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半島振興法に基づく固定資産税の優遇制度 

 

半島振興法に基づく固定資産税の特例により、令和７年３月 31日までに取得した固定資産の

うち次の要件に該当する場合は、固定資産税の優遇が受けられます。 

対 象 地 域 ■鹿屋市内全域（半島振興対策実施地域） 

対 象 業 種 ■業種 

○製造業 

○旅館業（下宿営業を除く。） 

○情報サービス業 

①有線放送業等 

有線放送業、ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業、インターネッ

ト付随サービス業 

  ②情報通信業 

   前①に規定する業種以外の業種に属する事業者が情報通信の技術に利用

する方法により行う商品又は役務に関する情報提供事業その他の総務省

令で定める事業 

○農林水産物等販売業 

※市内全域で生産された農林水産物又は当該農林水産物を原料若しくは材

料として製造、加工若しくは調理をしたものを店舗において主に、市内

全域以外の者に販売することを目的とする事業 

 （例）農家レストラン、道の駅、観光客向けの農林水産物の直売所 
 
■上記の業種のうち、青色申告事業者（個人又は法人） 

対 象 資 産 ■鹿屋市内に新設・増設した下記の資産 

○家屋（付属設備含む） 

・対象事業の用に供する部分（特別償却制度の適用を受けるもの） 

○償却資産 
・対象事業の用に供する機械及び装置 

（特別償却制度の適用を受けるもの） 

 ○土地 

  ※ただし、取得（所有権移転した日(売買契約の日付)）の翌日から起算し

て１年以内に当該土地を敷地とする上記家屋の建設に着手（建物の基礎

工事に着手した日(地質調査・測量は除く)）した敷地で、対象となる家

屋の建床面積部分 

適 用 要 件  

対象業種 
資本金規模 

1,000万円以下 5,000万円以下 5,000万円超 

製造業 

500万円以上 1,000万円以上 2,000万円以上 旅館業 

（下宿営業を除く） 

農林水産物等販売

業 500万円以上 

情報サービス業等 
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免 除 内 容 ■対象資産に対する固定資産税の全額免除 

  半島振興法による不均一課税を実施したのち、市独自の優遇制度により不

均一課税分の課税免除を行うため、固定資産税は全額免除となります。 

年度 
通常 

税率 

半島振興法による免除 市独自による免除 

不均一課税による 

減額税率 

課税免除による減額

税率 

初年度 1.4％ 1.26％ 0.14％ 

２年度 1.4％ 1.05％ 0.35％ 

３年度 1.4％ 0.7％ 0.7％ 
 

免 除 期 間 ■対象資産に対して新たに固定資産税を課税することとなる年度から３年度間 

申 請 手 続 １ 対象施設指定の申請（ 事業者 ⇒ 市 政策推進課産業立地推進室 ） 

  ○申請時期 

   対象施設の操業開始後 

  ○提出書類 

・対象施設指定申請書（第 1号様式） 

・事業概要書    （第２号様式） 

・事業所敷地の全体平面図（家屋の位置と地番を確認できるもの） 

・定款 

・法人登記簿謄本（写し） 

・生産工程表 

・工事請負契約書（写し）※工事がある場合 

・売買契約書（写し）※売買がある場合 

・対象資産の領収書等（写し） 

【補助金を受けた場合】 

・補助金の額が分かる書類（写し） 

【土地が該当する場合】 

・地籍図等（写し） 

【家屋が該当する場合】 

・建築確認通知書（写し） 

・対象家屋の平面図 

【償却資産が該当する場合】 

・償却資産の配置図 

【旅館業に供する施設を設置した場合】 

・旅館業営業許可書（写し） 

  ○提出先 

   市長公室 政策推進課産業立地推進室（本庁舎３階） 

２ 対象施設指定書の交付 

（ 市 政策推進課産業立地推進室 ⇒ 指定事業者 ） 

  市は、提出のあった申請書等を審査し、対象施設に指定したときは、申請

のあった事業者（以下「指定事業者」）に対し、特別措置適用対象施設指定書

（第３号様式）を交付する。 

３ 不均一課税及び課税免除の申請（ 指定事業者 ⇒ 市 税務課 ） 

  ○申請期限 

   指定を受けた施設にかかる固定資産税が新たに賦課されることとなる年

度の初日の属する年の１月 31日まで 
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   ※ただし、事業年度が終了していない法人は、事業年度終了後、２ヶ月

以内まで 

○提出書類 

・固定資産税課税免除申請書（第４号様式） 

・固定資産税不均一課税申請書（第５号様式） 

・特別措置適用対象施設指定書（写し） 

・所得税、法人税の確定申告書（税務署の受理が分かるページのみ） 

又は納税証明書（写し） 

※電子申告の場合は、税務署の受理メールの写し 

・減価償却資産の償却額の計算に関する明細書（別表 16） 

・特別償却の償却限度額の計算に関する付表 

・会社パンフレット 

・特別償却非適用の理由書 

 ※割増償却の適用を受けなかった場合 

  ○提出先 

   総務部 税務課（本庁１階） 

  ○その他 

   申請書を提出いただいた後、当該資産の現地調査をさせていただきます。 

４ 課税の免除の決定（ 市 税務課 ⇒ 指定事業者 ） 

  市は、提出のあった申請書及び提出書類を審査し、不均一課税及び課税免

除の可否及び免除額を決定後、指定事業者に対し固定資産税課税免除等通知

書により通知します。 

５ 各種届出（ 指定事業者 ⇒ 市 政策推進課産業立地推進室 ） 

  指定事業者は、指定の日から最後の特別措置を受ける日までの間において

以下の表に該当するときは、下欄に掲げる届出書を市に提出してください。 

○提出期限 

   提出事由が発生した日以後 20日以内 

○届出書 

 

 

 

 

６ その他 

  指定事業者が次のいずれかに該当したときは、対象施設の指定を取り消し、

又は既に行った特別措置を取り消します。 

（１）上記の適用要件等に該当しなくなったとき。 

（２）事業の廃止又は休止があったとき。 

（３）指定時の条件に違反したとき、又は市に提出した書類に虚偽の記載 

をしたとき。 

（４）特別措置を行うために必要な報告をしなかったとき。 

（５）その他事業の施行方法が不適切であると認められるとき。 

区分 提出書類 

対象施設指定関係書類の記

載事項に変更があったとき 

記載事項変更届 

（第６号様式） 

指定対象施設の事業が承継

されたとき 

指定対象施設事業承継届 

（第７号様式） 

指定対象施設の事業の廃止

又は休止があったとき 

指定対象施設事業廃（休）止届 

（第８号様式） 

 


